
中山町公共施設再配置計画の
策定について

資料２



中山町の概要

中山町は山形県の中央部、奥
羽山脈と出羽丘陵に囲まれた村
山盆地にあります。県都山形市
の北、天童市の西、寒河江市の
南に位置し、村山盆地の中央部
に位置します。町の北を山形県
を代表する母なる川「最上川」
が流れています。
最上川は地域に暮らす人々の

生活にも大きな影響を与え、北
前船が往来した時代から最上川
を利用しての舟運が盛んに行わ
れ、各地に京都の文化が色濃く
残っています。
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芋煮会発祥の地
芋煮会の原形とされる棒鱈の芋煮



中山町の概要
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【面積】31.15㎢【人口】 10,461人【世帯数】3,765世帯（特老含む）
＊ 令和６年９月末 住民基本台帳

【市区町村別昼夜間人口比率】全国11位（令和２年国勢調査）
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※〇の数字は、学級数（令和6年度行政区別年齢別統計表 令和6年6月4日現在）
このまま人数が推移すると
⇒令和10年度 長崎小学校1年生が1学級（見込み）
⇒令和11年度 中山中学校1年生が2学級（見込み）
⇒令和12年度 豊田小学校2,3年生が複式学級（見込み）



中山町の位置
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最上川と須川の合流点



最上川の堤防整備前の風景

5

現ＪＲ左沢線最上川橋梁にて、寒河江市側から中山町を望む
（国内最古の鉄道橋 大正１０年木曽川から移設当時）

最上川と須川により、1616年から1859年までの
280年間で56回の洪水が記録されている



最上川の堤防等の整備
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年 月 事 項
昭和21〜23年 最上川長崎築堤 暫定堤防
昭和33〜37年 古川水門より上流堤防完成
昭和42年8月 羽越水害（長崎水位観測所 15.80m）
昭和43〜45年 古川水門完成
昭和46〜56年 石子沢川河道改修
昭和51〜52年 古川水門より下流堤防完成
昭和61年 石子沢川排水機場完成（5.0㎥/s）

平成9〜10年 最上川東村山地区河川防災ステーション完成
中山町防災センター完成

平成22年7月 石子沢川排水機場ポンプ増設（3.0㎥/s）



中山町ハザードマップ

JR左沢線JR左沢線
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最上堰
（用水） 最上川

沢田排水

須川

新堀川
（排水）

石子沢川

不動沢川

山形自動車道

国道112号

国道４５８号

土砂災害警戒区域

山形盆地断層帯
（南部） Ａランク

沢田排水樋門
（三軒屋排水樋管）

古川水門
石子沢川排水機場

最上堰放水路
（梨ノ木第一排水樋管）

住民の７割以上が浸水想定区域内に居住



近年の大雨による災害
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令和元年台風１９号（東日本台風）
避難勧告（土砂災害警戒）・避難勧告（洪水）
避難所２（避難者46人）

令和２年７月豪雨
町全域に避難指示（土砂災害・洪水）・緊急安全確保
避難所２（避難者872人）・福祉避難所２
床上浸水17・床下浸水104、町道崩壊等14・農道崩壊等23
最上川最高水位16.22ｍ（計画高水位15.96m)

令和４年８月豪雨
浸水想定域世帯に避難指示（洪水）・緊急安全確保（洪水）
避難所１（66人）・福祉避難所１
最上川最高水位15.66ｍ（計画高水位15.96m）



令和２年７月豪雨
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道路冠水状況（元町地区）道路冠水状況（元町地区） 道路冠水状況（あおば地区）道路冠水状況（あおば地区）



令和２年７月豪雨

10

石子沢川氾濫状況（柳沢地区）石子沢川氾濫状況（柳沢地区）石子沢川氾濫状況（柳沢地区）石子沢川氾濫状況（柳沢地区）



令和４年８月豪雨
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道路冠水状況（県道・町道）道路冠水状況（県道・町道） 道路冠水状況（県道・町道）道路冠水状況（県道・町道）

最上川及び不動沢川河口最上川及び不動沢川河口 最上川 中山町防災センターより最上川 中山町防災センターより

水防団待機水位（午前０時）から
緊急安全確保発令（午前５時）まで５時間



緊急治水対策プロジェクト

最上川流下能力の向上
土地利用の規制・誘導



垂直避難拠点整備事業

13令和5年12月27日撮影

このほか、山形自動車道へのステージング
（避難所）の設置をネクスコ東日本と協議中

自動車による避難も想定した垂直避難場所
天端面積6,700㎡ ／ 掘削土 60,000㎥



田んぼダムの取組み
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諏訪沢土砂災害対策事業
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諏訪沢土砂災害対策事業
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令和６年８月５日 事業説明及び現場視察



中山町防災情報システム
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J-ALERT
受信機

中山町役場
放送システム
多様化サーバ

（ＷＥＢ連携）

@InfoCanal
【アプリ】

同報系
防災行政無線

登録制メール

緊急速報・
エリアメール

ＬＩＮＥ
【令和６年度実装】

屋外スピーカー
不特定の方

緊急地震
速報

ワンコイン
浸水センサ

町独自の
災害情報

戸別受信機
特定の方

特定の方

特定の方

特定の方

不特定の方

高齢者等配付

スマートフォン

携帯電話４ｷｬﾘｱ

Ｅメール登録者

友だち登録者
令和５年度参加
連携を目指す

気象庁
防災情報



ＤＸによる防災・減災の取組み

令和６年度デジタル田園都市国家構想交付金を活用した

防災・減災に関する事業
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統合型GIS導入事業 最新の法指定図等を盛り込んだハザード
マップなどの防災データを整備・実装

中山町公式ＬＩＮＥ
導入事業

防災情報の伝達手段の増
住民との双方向のツールの実装

個別避難計画作成
システム導入事業

要配慮者の個別避難計画の作成を進め、情
報更新など使える計画の仕組みづくり

積雪深モニタリング
システム導入事業

道路の積雪状況をリアルタイムで計測
冬季の地震被害を抑制する広報に活用



防災・減災の学び
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● マイ・タイムラインに関する研修、自主防災組織による防災訓練
● 幼保から中学生までの「切れ目のない防災教育」

正しい知識により、自ら避難判断ができるように



石子沢川流域治水
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特定都市河川指定



石子沢川流域治水（議会の取組み）
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令和４年度 議員行政視察
佐賀県大町町（六角川）
内水対策に関する取組みについて

令和５年度 治山・治水特別委員会行政視察
茨城県大子町
役場庁舎建設事業について

宮城県松島町（吉田川、高城川）
風水害時の被災者支援について



石子沢川流域治水（議会の取組み）
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令和６年度 治山・治水特別委員会行政視察
宮城県丸森町（阿武隈川ほか）
令和元年東日本台風からの復旧・復興状況について

宮城県南部復興事務所
令和元年東日本台風被害における河川・砂防・道路復旧事業について



特定都市河川浸水被害対策法
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流域水害対策計画の策定流域水害対策計画の策定



流域水害対策計画策定へ
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氾濫域

氾濫域

森林保全活動

砂防堰堤整備
公共施設の再配置検討

雨水貯留浸透施設整備

河道掘削

排水機場

水門

河道掘削

石子沢川で取り組む流域水害対策のイメージ

田んぼダム

ワンコイン浸水センサ

石子沢川流域水害対策協議会資料より

公共施設の再配置と都市機能の再編公共施設の再配置と都市機能の再編



土地利用の規制・誘導
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改正都市再生特別措置法に基づく立地適正化計画改正都市再生特別措置法に基づく立地適正化計画

我が国の都市における今後のまちづくりは、人口の急激な減少と
高齢化を背景として、高齢者や子育て世代にとって、安心できる健
康で快適な生活環境を実現すること、財政面及び経済面において持
続可能な都市経営を可能とすることが、大きな課題です。
こうした中、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立

地し、高齢者をはじめとする住民が公共交通によりこれらの生活利
便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども含めて都市全体
の構造を見直し、『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』の
考えで進めていくことが重要であり、こうした背景を踏まえ、行政
と住民や民間事業者が一体となって、コンパクトなまちづくりを促
進するため、都市再生特別措置法が改正されました。



立地適正化計画の意義と役割
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■ 都市全体を見渡したマスタープラン
一部の機能だけではなく、居住や医療・福祉・商業、公共交通
等のさまざまな都市機能と、都市全域を見渡したマスタープラン

■ 都市計画と公共交通の一体化
居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまち
づくりと地域交通の再編との連携

■ まちづくりへの公的不動産の活用
財政状況の悪化や施設の老朽化等を背景とした、公的不動産の
見直しと連携し、将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配
置や公的不動産を活用した民間機能の誘導

居住地や都市機能の誘導、地域交通を再編し
コンパクトなまちづくりを進める計画



中山町の立地適正化計画
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■ 平成30年度に策定
中山町都市計画マスタープランの一部として

■ 内容
居住誘導区域の設定、都市機能誘導区域･誘導施設の設定

■ 令和２年9月から施行された「防災指針」制度に未対応
居住の安全確保等の防災・減災対策の取組を推進するため、都
市再生特別措置法の一部を改正し、立地適正化計画に「指針」を
記載することを位置づけられたもの。
⇒ 立地適正化計画においては災害リスクを踏まえて居住や都
市機能を誘導する地域の設定を行い、区域内に浸水想定区域
等の災害ハザードエリアが残存する場合には適切な防災・減
災対策を「防災指針」として位置付けることが必要。
適正な「立地適正化計画」に見直し、
その推進のための「支援措置」を活用



中山町の立地適正化計画
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支援措置の例（公共施設の再配置へ）
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再配置事業の必要性
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１ 社会的背景
① 少子高齢・人口減少社会
② 公共施設の老朽化
③ 急激な気候変動と災害の増
④ デジタル技術の進展

無くなってしまう行政サービス
必要となる新たな行政サービス
行政サービスの継続と安全確保
官民共存・連携の進展

長寿命化を図る施設と更新を図る
施設の整理がなされた
流域治水における再配置事業の
役割＝雨水貯留・浸透機能

財源を確保し
最大限活かす手法

２ 町特有の背景
① 第６次中山町総合発展計画
における公共施設の再配置の取
組みのなかで、「公共施設総合
管理計画」「個別施設計画」を
策定した
② 石子沢川等の特定都市河川
指定による流域治水の取組みが
始まる



再配置事業までの経過と展開
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第６次中山町総合発展計画

公共施設再配置事業

個別施設計画 学校施設長寿命化計画

公共施設総合管理計画

公共施設の在り方検討に着手

施設の適正な管理の
考え（基準）のまとめ

今後も必要となる施設の維持管理の方法のまとめ（長寿命化と更新）

更新とした施設の更新方法をまとめる
総合発展計画での事業化・関連計画等への反映

更新事業化
学校再配置事業

学校は変動要因への対応が必要



● 個別施設計画で更新と
方針づけた施設 32

再配置事業の検討施設
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内容とスケジュール

基本構想の策定
（令和６年度）

住民ＷＳ・職員ＷＧ

基本計画の策定
（令和７年度）

全ての行政サービス・施設

将来、
必要な行政サービス
と提供方法の抽出

理念
方針必要な

機能抽出
と規模算定

場所
の選定

案

学校の将来構想検討委員会



基本構想の策定の流れ
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利用者（住民・職員）による
ワークショップ

・現在の中山町の公共施設はどう？
・これからどんな行政サービスが欲しい？
（意見・アイデア抽出）

・これから中山町はどうなっていくの？
・行政機能だけでなく、人が集まるのは？

庁内ワーキンググループ
・意見やアイデアは実現できるか？持
続できるものか？法律上問題ない
か？

合同ワークショップ
・庁内ＷＧで整理され、問題ない意
見やアイデアを基に、住民と職員
の複数の合同チームで再配置の案
を自由に創る！

再配置案のためのパーツ

☆ 中山町の行政サービス
や公共施設の現状、町内
の関係機関の現状

☆ 利用者から出された意
見やアイデア
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再配置事業の推進体制

議会町長

審議会

事務局

住民職員

中間報告・基本構想・基本計画

承認・審議・議決

調査・審議・策定

運営・素案作成

ワークショップ
調査・アンケート回答
パブリックコメント

ワーキンググループ
資料作成・調査報告

諮問

関係団体
連携

全員協議会
特別委員会

意見 修正

・答申 学校の将来構想
検討委員会

教育委員会教育長

事務局
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再配置事業と関連施策の連携

令和６年 令和７年 令和８年

公共施設
再配置
計画策定

【現状調査】
利用者の意見・アイデ
ア集約
必要とされる施設の理
念・方針まとめ

【意見集約と検証】
必要となる施設の規
模・機能のまとめ

【計画策定】
再配置（整備）すべ
き施設と場所の選定

立地適正化
計画の見直し

国土交通省ケーススタ
ディ事業による助言

【計画見直し着手】
現計画の検証
防災指針の検討

【計画見直し】
都市機能等の適正化
防災指針の設定

流域水害対策
計画策定

【計画策定】
河川管理者による事業
河川管理者以外の者に
よる事業
ハード対策の場所選定

計画に基づく対策の
事業化準備

計画に基づく対策の
事業実施

調査・データ反映

反映 一体化

調査・データ


